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連結損益計算書

（単位：百万円）
2021年３月期

（第75期）

2022年３月期

（第76期）

前 年 対 比
増 減 率

公表計画

（修正）

計 画 比

増 減 率

売 上 高 434,744 501,872 ‐ 500,000 0.4%

売 上 総 利 益 62,672 72,738 ‐ - -

（総利益率） （14.4%） （14.5%） ‐ - -

販 売 管 理 費 51,438 55,604 ‐ - -

営 業 利 益 11,234 17,133 ‐ 16,000 7.1%

（営業利益率） （2.6%） （3.4%） ‐ （3.2%） -

営 業 外 損 益 △24 △ 39 ‐ - -

経 常 利 益 11,209 17,093 ‐ 16,000 6.8%

特 別 損 益 84 754 ‐ - -

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 7,572 12,023 ‐ 11,000 9.3%

2022年３月期（第76期）連結損益実績①

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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事業別売上高

（単位：百万円、％）
2021年３月期
（第75期）

2022年３月期
（第76期）

前年対比
増減率

機 械 事 業 部 103,629 143,157 -

機 工 事 業 部 161,430 185,017 -

（ 生 産 財 関 連 計 ） 265,059 328,174 -

住 建 事 業 部 58,741 62,169 -

家 庭 機 器 事 業 部 103,379 104,866 -

（ 消 費 財 関 連 計 ） 162,121 167,036 -

そ の 他 部 門 7,563 6,661 -

合 計 434,744 501,872 -

2022年３月期連結損益実績②

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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事業部別概要（生産財）

（単位：百万円）
2021年３月期
（第75期）

2022年３月期
（第76期）

前 年 対 比

増 減 率

生

産

財

機 械 事 業 部

国 内 売 上 高 60,007 78,214 ‐

海 外 売 上 高 43,621 64,942 ‐

機 械 合 計 103,629 143,157 ‐

機 工 事 業 部

国 内 売 上 高 141,885 157,648 ‐

海 外 売 上 高 19,544 27,369 ‐

機 工 合 計 161,430 185,017 ‐

生産財関連合計

売 上 高 265,059 328,174 ‐

営 業 利 益 6,593 13,494 ‐

営 業 利 益 率 2.5% 4.1% ‐

・国内機械事業：自動車産業で脱炭素化等に向けた設備投資が徐々に増え始め、

半導体製造装置や建設機械の部品加工向け等の工作機械受注が伸長。

・国内機工事業：切削工具が伸長し、補要工具や測定機器等の販売も底堅く推移。

生産・物流現場等の環境改善機器やマテハン機器、自動化設備等も好調に推移。

・海外生産財事業：北米・中国・ASEAN支社で自動車・半導体産業等を中心にした設備投資、

台湾支社では半導体やIT機器産業におけるEMS企業の設備投資が活発。

海外４支社ともに工作機械販売に加え、切削・補要工具やメカトロ機器等の販売も好調に推移。

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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事業部別概要（生産財）

（単位：百万円） 2021年３月期（第75期） 2022年３月期（第76期）

生

産

財

生 産 財 合 計

売 上 高 265,059 328,174
前 年 対 比

増 減 率
‐

営業利益 6,593 13,494 利益率 4.1%

（百
万
円
）

売上高構成比
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国内機械 海外機械 国内機工 海外機工

四半期売上高推移（直近３年）

機工事業部

36.9%

機械事業部

28.5%

前期比

‐0.2

前期比

+4.6

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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事業部別概要（消費財）

（単位：百万円）
2021年３月期
（第７5期）

2022年３月期
（第76期）

前 年 対 比
増 減 率

消

費

財

住 建 事 業 部

売 上 高 58,741 62,169 ‐
営 業 利 益 1,759 2,250 ‐
営業利益率 3.0% 3.6% ‐

家 庭 機 器

事 業 部

売 上 高 103,379 104,866 ‐
営 業 利 益 6,052 5,801 ‐
営業利益率 5.9% 5.5% ‐

消 費 財 関 連 合 計

売 上 高 162,121 167,036 ‐
営 業 利 益 7,811 8,051 ‐
営業利益率 4.8% 4.8% ‐

・住建事業：空調・水廻り機器等の高付加価値商品を提案し、販売が好調。

自家消費型のエネルギー活用提案も積極的に行い、脱炭素化に合った営業活動を強化。

各種補助金を活用した設備改修提案で、業務用空調機器、新エネルギー機器の受注拡大。

・家庭機器事業：自宅で快適に過ごすための商品が、ECサイトやテレビ通販を中心に堅調に推移。

換気に対するニーズも継続し、扇風機やサーキュレーターの家電量販店やホームセンター向けの

出荷も堅調。冬物季節商品においても、暖房器具等がネット通販を中心に好調に推移。

テレビCMなど情報発信を行い、YAMAZEN商品の認知向上と売上増に注力。

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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事業部別概要（消費財）

（単位：百万円） 2021年３月期（第75期） 2022年３月期（第76期）

消

費

財

住 建 事 業
売 上 高 58,741 62,169

前 年 対 比

増 減 率
‐

営 業 利 益 1,759 2,250 利益率 3.6%

家庭機器事業
売 上 高 103,379 104,866

前 年 対 比

増 減 率
‐

営 業 利 益 6,052 5,801 利益率 5.5%

（百
万
円
）
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住建事業部

12.4%

家庭機器事業部

20.9%
前期比

‐2.9

前期比

‐1.1

（
百
万
円
）

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減率は記載しておりません。
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営業利益の増減要因（参考値）

2022年３月期
（第76期）

2021年３月期
（第75期）

売上総利益増加 販管費増加

前期比＋5,899

（単位：百万円）

営業利益

営業利益

機械事業 +6,334
機工事業 +3,578 
住建事業 +  676
家機事業 ▲ 274  
その他 ▲ 249

11,234

4,166

人件費 +2,090
運賃・保管料 +  668

支払手数料 +  422

広告・販促費 +  249
旅費交通費 +  210

販売手数料 +  178

その他 +  349

17,13310,065

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減値は、参考値となります。
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連結総資産の状況（参考値）

純資産

1,133
固定資産

466

流動資産

2,359
固定負債203

+32

+97

（単位：億円）

負債・総資産の部資産の部

105

1,277

1,076

総資産2,826

434

2,024

➢ ＲＯＡ 6.5％ 総資本回転率 1.90回 キャッシュ・フローマージン率 2.4％

2,459
２０２１年３月末 項 目 ２０２２年３月末

43.6% 自己資本比率 39.9%

1,135.52円 １ 株 純 資 産 1,268.98円

983億円 時 価 総 額 839億円

（202１/3末） （2022/3末）

流動負債

1,489

（2021/3末）
（2022/3末）

※「ROA」は、総資産営業利益率を使用。
キャッシュ・フローマージン率は、法人税等控除前の
営業キャッシュフローを使用。

※自己資本比率は、純資産から非支配株主持分を控除して算出。
※時価総額は22年3月31日の終値944円で計算。

+334
+211

+367

+57

※「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、2022年３月期に
係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており、前年対比増減値は、参考値となります。



国内生産財

47.0%

海外生産財

18.4%

機械

28.5%

機工
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12.4%

家機

20.9%
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グループの状況

国内７支社

53事業所
グループ会社8社

海外４支社

15カ国・地域
17現地法人

66事業所

住
建
事
業
部

営 業 本 部

機
械
事
業
部

機
工
事
業
部

家
庭
機
器
事
業
部

東 京 支 社

北関東・東北 支 社

九 州 支 社

広 島 支 社

トータル・ファクトリー・ソリューション支社

北 米 支 社

台 湾 支 社

中 国 支 社

ア セ ア ン 支 社

本 社 直 轄 地 域

名 古 屋 支 社

生産財 消費財

大 阪 支 社

売上高構成比

人員構成比

501,872
百万円

国内外のネットワーク

3,238名 山善単体

53％

海外グループ
会社

37％

国内グループ会社

10％

※22年４月時点
非連結等含む

※2022年３月期通期決算時点
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前中期経営計画 ３ヵ年定量推移（連結）

損益推移

主要財務指標

（単位：百万円）
2020年３月期

（第74期実績）

2021年３月期

（第75期実績）

2022年３月期

（第76期実績）

売 上 高 472,191 434,744 501,872

営 業 利 益 12,091 11,234 17,133

営 業 利 益 率 2.6% 2.6% 3.4%

経 常 利 益 11,895 11,209 17,093
親 会 社 株 主 に

帰 属 す る

当 期 純 利 益
8,088 7,572 12,023

2020年３月期

（第74期実績）

2021年３月期

（第75期実績）

2022年３月期

（第76期実績）

総 資 産 営 業

利 益 率

（ Ｒ Ｏ Ａ ）

5.1％ 4.7％ 6.5％

総 資 本 回 転 率 1.98回 1.83回 1.90回

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰﾏｰｼﾞﾝ率 4.0％ 3.6％ 2.4％
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トピックス

（単位：百万円）
2020年３月期

（第74期実績）

2021年３月期

（第75期実績）

2022年３月期

（第76期実績）

機 械 事 業 部 131,485 103,629 143,157

機 工 事 業 部 183,724 161,430 185,017

（ 生 産 財 関 連 計 ） 315,210 265,059 328,174

住 建 事 業 部 60,054 58,741 62,169

家 庭 機 器 事 業 部 87,521 103,379 104,866

（ 消 費 財 関 連 計 ） 147,576 162,121 167,036

そ の 他 9,404 7,563 6,661

合 計 472,191 434,744 501,872

前中期経営計画 ３ヵ年 事業部別売上推移（連結）

・生産財事業（機械・機工）は、米中貿易摩擦、コロナ禍の影響で世界の設備投資が減り、
売上が低迷したが、2022年３月期は回復。
・住建事業は、持家やリフォーム需要等を取り込み堅調。
・家庭機器事業は、巣ごもり需要の取り込みやPB商品強化、EC販売の好調等により躍進。
・2022年３月期は、生産財の受注も回復し、売上・利益ともに、過去2番目の業績。
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成長投資の状況

項目 金額 備考

事業投資枠（アライアンス含む） 200億円 M＆A、新規事業等
DX・システム投資枠 100億円 システム初期構築費用
設備投資枠 100億円 物流設備等
合計 400億円

◼ 新中期経営計画（3年間）の投資予算枠

項目
投資枠
（5年）

投資実績

事業投資枠
（アライアンス含む）

200億円 9億円

DX・システム投資枠 100億円 96億円

設備投資枠 300億円 51億円

合計 600億円 156億円

◼ 3年間の投資実績

◼ 過去3年間の投資実績
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パーパス・2030年企業ビジョンの制定
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パーパス・2030年企業ビジョンの制定
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自然資本
（環境）

1

3

4

2

5

グリーンビジネスの拡大

省エネ機械・家電商品等の開発・提供。ZEH
住宅、再生エネルギーの展開。機械設備等の
Co2排出量の可視化、グリーン物流等

働きがいのある職場の実現
雇用環境の改善、研修と教育の強化、ダイ
バーシティー推進等

持続可能な調達・供給の実現
山善の市場の拡大。現地仕入先を含めた取
引先との関係の強化。地政学リスク、経済安
全保障への対応等

デジタル化による顧客価値の最大化
IoTやデータ等を活用した顧客ﾆｰｽﾞに最適な
商品・ｻｰﾋﾞｽの提供やﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ。販売店への
ﾃﾞｼﾞﾀﾙ環境の提供や省人化ｻｰﾋﾞｽ

透明性のある
ガバナンス体制の確立

企業統治・透明性の強化。法令順守をはじめ、
投資家等の社会的要請への対応強化

脱炭素の要求の高まり

デジタル化・スマート化の進展

消費行動の変化

国内外の経済変動

ガバナンスの要請拡大

知的資本
（情報・ノウハウ）

人的資本
（ヒト）

製造（ﾈｯﾄﾜｰｸ）資本
（国内外のﾈｯﾄﾜｰｸ）

社会関係資本
（ステークホルダー
との良好な関係）

山善を取り巻く2030年の世界観 重要課題 非財務資本

◼ 顧客ニーズを理解するため、顧客を取り巻く将来の世界観を想像し、取り組むべき課題を特定。

◼ この課題に取り組むことが、顧客に価値を提供することであり、当社の重要課題となる。

◼ 重要課題の取り組みに、財務資本と非財務資本を投入（インプット）し、企業価値向上を図る。

財
務
資
本

イ
ン
プ
ッ
ト

重
要
課
題
の
特
定

財務資本

企業価値向上に向けた重要課題への取り組み

（カネ）



企業価値の向上

5つの重要課題への取り組みを通じて、すべての顧客に満足を

お届けすることにより、中長期的な企業価値の向上を図る。

働きがいのある
職場の実現 グリーンビジネスの拡大

デジタル化による
顧客価値の最大化

透明性のある
ガバナンス体制の確立

持続可能な
調達・供給の実現

21

資本コストの低減 ↓ 新たな収益源の獲得

↓

将来にわたる安定的な収益源の強化
↓

企業価値
の向上
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ＡＧＥＮＤＡ

Ⅰ．2022年３月期決算概要

Ⅱ．前中期経営計画の振り返り

Ⅲ．パーパス・2030年企業ビジョンの制定

企業価値向上に向けた重要課題への取り組みについて

Ⅳ．新中期経営計画と2023年3月期業績予想について

Ⅴ．ＥＳＧの取り組みについて

Ⅵ．株主還元について
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新中期経営計画（2023年3月期‐2025年３月期）

価値をCROSSINGさせることによって生まれる、
新しい価値を求めて。



PURPOSE/VISION/STRATEGY/TACTICS

世界のものづくりと豊かなくらしをリードする

注力領域・主要施策

トランスフォーム戦略 デジタル融合戦略顧客密着戦略

人財マネジメント戦略

ともに、未来を切拓く

グリーンビジネスの
拡大

デジタル化による
顧客価値の最大化

持続可能な調達・
供給の実現

働きがいのある
職場の実現

透明性のある
ガバナンス体制の確立

重要課題

24

（企業ビジョンを実現する戦略）

（STRATEGYに基づく施策）



◼ 全社としての顧客密着戦略は、顧客との直接的な接点を強化し、専門性を高めることで顧客
ニーズの深耕を図り売上拡大へと繋げる。

顧客密着戦略

世界のお客様が直面する課題を顧客目線で理解し、解決策を提示することで、
Win-Win関係を実現する。

顧客密着
戦略

山
善

顧客
エンドユーザー・

サブユーザー・一般消費者

国内

半
導
体

自
動
車

三
品

そ
の
他
成
長
業
種

大企業

中小

海外

販売店

•成長市場の明確化
•専門性の強化

セグメント別攻略

•情報提供サイト
•ECサイトの強化

デジタルチャネルの強化•個々の営業ノウハウを形
式知化

営業の組織化

•マーケティング、インセール
スの強化

営業支援体制強化

•ナショナルスタッフ育成

海外現法の現地化推進

リ
ア
ル
チ
ャ
ネ
ル

デ
ジ
タ
ル
チ
ャ
ネ
ル

サブ
ユーザー

一般
消費者

日系 ローカル

小売店

25



トランスフォーム戦略

商品を販売するモノ売りだけではなく、商品製造やエンジニアリング、グリーンビジネスなど
を含めた、トータルソリューションを提供する。

トランス
フォーム
戦略

生産財と
消費財を扱う
専門商社

トランスフォーム
トータルソリューションを
提供するエンジニアリン

グ商社へ

グリーン
ビジネス

商品
開発

エンジニ
アリング

物流
体制

新
ビジネス
モデル

生産ラインや建設建築
現場全体へ寄与

環境課題の解決

継続課金ビジネス等、
新たな収益構造の
構築

高付加価値の商品・
サービスの開発体制の強化

物流体制の増強

◼ 従来の事業構造から大きくトランスフォームすることにより、新たな収益構造のもと利益拡大を
目指す。
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◼ ミドル

デジタル融合戦略

◼ フロント

データドリブンマネジメント基盤

データを繋ぐ

データ解析・ロジックモデル化

◼ バック

IoT

データを溜める
データを処理する

(価値のある情報へ変換)

データの見える化

基幹業務システム

デジタルを活用した顧客接点の強化、新ソリューションの提供と、そこから得られた「知」を
リアルな人財に繋げ、新たな付加価値を創出する。

デジタル
融合戦略

DX戦略/組織機能強化

生産財 販売店＆ユーザ / 消費財 ユーザ

モノ売り

BtoB
サイト

ビズコム 技術と事業機会
を結び課題解決
の場を提供

生産財 ユーザ

コト売り

•新収益構造創出に向け
たサービス提供基盤構築

新ビジネスの創出

社内業務改善

•DX戦略方法論確立 / デジタル人財の確保・育成を通じたDX施策の推進力強化

デジタルサービス/
EC提供拡大

データを駆使した
商品開発・営業力強化

◼ リアルな人財の強みと、デジタルを起点とした顧客との接点増加や新ソリューション提供を融合す
ることで、新たなビジネス機会の創出を目指す。
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人財マネジメント戦略

◼ 経営戦略・事業戦略の実現に必要な要件に応え、企業の持続的成長（＝企業価値）の向上を

実現する為の人財マネジメント戦略を立案・実行し、人的資本の強化を図る。

人的資本の強化
▼

企業価値の向上

•経営・事業戦略の実現に必要
な多様な人財要件の整理

•必要な人財の確保及びプール

経営・事業戦略に基づく
タレントマネジメント

必要な人財の獲得・育成・処
遇に適う新人事制度の運用
定着と進化

自業員づくり基盤の進化

•挑戦・考動を実践できる環境
整備

•心と体の健康経営の推進によ
るエンゲージメントとモチベーショ
ンの向上

山善流Well-Being

人財の獲得に向けた教育・能
力開発基盤の整備と推進

教育訓練/能力開発/研修

人事理念「挑戦し、考動する人財の育成」と人財マネジメント・ポリシー「挑戦・考動主義」を基に、
持続的に成長可能な会社づくりを強める「人財マネジメント」への転換を加速させる、更に拡げる。

人財マネジ
メント戦略

多様性との共創考動に基づき、
能力を開発・発揮して価値創
造できる環境の整備

Diversity & Inclusion
キャリア自律

28
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2023年３月期 生産財セグメント定量計画

88,399
60,007 78,214 89,000

43,086
43,621

64,942 65,000

162,962

141,885

157,648
173,000

20,761

19,544

27,369
28,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

'20/3期 '21/3期 '22/3期 23/3期(計画）

国内機械 海外機械 国内機工 海外機工

生産財事業 ３カ年売上推移と今期計画

328,175315,211

265,060

✓ 「自動化・省人化」ニーズ
に対応したスピード感ある
取り組みを加速。

✓ 脱炭素化に向けた、新た
な技術・サービスの取り込
み。

✓ 「事業再構築補助金」な
ど各種補助金を活用した
提案活動。

（単位：百万円） 売 上 高 計 画
前 年 対 比
増 減 率 営業利益計画

前 年 対 比

増 減 率
利 益 率

生産財事業合計 通期 355,000 8.2% 14,000 3.7% 3.9%

355,000



工作機械受注トレンド（日本工作機械工業会との比較）

営業活動の強化

エンジニアリング力の獲得

0

20

40

60

80

100

120

140

1Q

20/3期

2Q 3Q 4Q 1Q

21/3期

2Q 3Q 4Q 1Q

22/3期

2Q 3Q 4Q

（
指
数
）

山善（内需） 日工会

0

50

100

150

200

250

300

1Q

20/3期

2Q 3Q 4Q 1Q

21/3期

2Q 3Q 4Q 1Q

22/3期

2Q 3Q 4Q

（
指
数
）

山善（外需） 日工会

20年3月期1Ｑ比

1.14倍

内
需
ト
レ
ン
ド

外
需
ト
レ
ン
ド

※2020年3月期第１四半期の平均受注額を基準（100）とした場合の各四半期の受注トレンド［指数］

20年3月期1Ｑ比

1.64倍

30
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当社、工作機械のポータル
サイト 「zenassit+」
(ゼナシスト）の拡充

生産財関連事業のトピックス

デジタル融合

プライベートブランド商品の開発・
販売強化

ツールベンディングユニット
「ANYST（エニスト）」
（工具等の自動販売機

トランスフォーム

「メカトロテックジャパン2021」に出展

「中国国際医療機器展」に出展

顧客密着 トランスフォーム

タイの「THAI METALEX March」に出展

「医療分野の市場開拓」をスタート 工作機械や計測器など生産の自動化を訴求。現地ニーズを捉えた商品ラインアップを展開

2022年3月期はスポットクーラーなどに注力エンドユーザーが知りたい情報を発信

顧客密着
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✓ 昨年６月にFOOMA JAPAN、
10月に名古屋ロボデックス、今年
３月には国際ロボット展に出展。

自動化・省人化領域の強化

✓ HILLTOP社の自動プログラ
ミングサービスを5軸切削加
工機のオプションとして提供。

✓ 中国支社では長安のショー
ルームで自動化をテーマとした
展示会を実施。

✓ 自動化ロボットとアセントロボティ
クス社のAIピッキングソフトウェア
とのパッケージ商品を販売。

伸長する市場を新規開拓。顧客目線の、専門性の高い自動化・省人化の提案を展開。

➢ 三品市場（食品・薬品・化粧品）へのアプローチ強化。

➢ 半導体・物流等へのアプローチ強化。

社内外のエンジニアリング・ネットワーク機能強化、海外でも提案を加速。

➢ 自動化ロボットとAIピッキングソフトウェアのパッケージ商品の販売。

➢ 切削加工機のオプションとして自動プログラミングサービスを提供。

➢ 海外においては、北米支社・中国支社に専門組織を設立。
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2023年３月期 消費財セグメント定量計画

消費財事業 ３カ年売上推移と今期計画

60,054 58,741 62,169 64,000 

87,521
103,379 104,866 106,000

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

175,000

'20/3期 '21/3期 '22/3期 '23/3期（計画）

住建 家機
167,036

147,576
162,121

■住建事業部
✓ 空調や水廻り機器
等の高付加価値商
品の提案営業の継
続。

✓ 脱炭素化に対応した
新エネルギー機器の
拡販（太陽光、蓄
電池等）。

✓ 非住宅分野における
設備改修案件の受
注・施工管理体制の
強化。

■家庭機器事業部
✓ 消費者ニーズを捉え

た新商品開発と自社
ブランドの浸透強化。

✓ ECサイトの拡充。

（単位：百万円） 売 上 高 計 画
前 年 対 比
増 減 率 営業利益計画

前 年 対 比
増 減 率 利 益 率

住 建 事 業 部 通期 64,000 2.9% 2,300 2.2% 3.6%

家庭機器事業部 通期 106,000 1.1% 5,800 0.0％ 5.5%

170,000



太陽光発電、蓄電池、V2Hなどの
拡販に注力

34

自家消費型のスマート
エネルギー機器活用の

提案と拡販

消費財関連事業のトピックス

オリジナルのZEH
「ZePlus」の提案推進

顧客密着 トランスフォーム

脱炭素の流れの中で、
ＺＥＨの提案強化

マーケティング人財登用による
社内外のデータ分析による

PB商品開発の加速

デジタル融合

2022年3月期に引き続き、
2023年3月期もTVCMを放映。

法人・個人事業主向けの
ECサイト

「山善ビズコム」オープン

顧客密着

BtoCのEC事業のノウハウを活かし、
BtoBの売上伸長を狙う

住建事業部

家庭機器事業部

家庭機器事業部
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ＰＰＡモデル、省エネ設備改修、自社ＰＰ

ブランディング

Ｂｒａｎｄ
ｉｎｇ

販促企画

Ｓａｌｅｓ
Ｐｒｏｍｏｔ
ｉｏｎ

開発ビジネス

Ｄｅｖｅｌｏｐ
ｍｅｎｔ

自社電力パワープラント
省エネ改修無償提供

「自前の環境価値を創造！」

ＳＲＯＩ(Social Return On Investment)

「ＥＳＧスコアの引き上げ！」

補助金活用
も視野

環境優良機器販売キャンペーン

オリジナル商品の物流排出オフセット

オフセット済認証マーク

保有環境価値を顧客向け
インセンティブとして付与

「他社商品と環境差別化！」

０
ZERO

Ｇｒｅｅｎ ｄｅｌｉｖｅｒｙ

グローバル全拠点使用エネルギー
「再エネ率100％を目指す！」

「自己託送」
「グリーン電力証書」
「Ｊ-クレジット」

ＥＳＧ企業価値を最大化させる事業戦略

グリーン戦略

環境価値
再エネ・排出枠
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●開発ビジネス

グリーン戦略

昨年10月にＰＰＡモデル事業へ参入

➢ 大阪ガスの子会社「Daigasエナジー株式会社」と業務提携

電力の供給実績とノウハウがあり、再エネ電力の販売が可能

➢ 当社のお取引先（既存仕入先の工場・量販店等）を中心に提案

➢ 太陽光パネルを設置し、発電した再エネ電力を顧客に対して供給・販売

➢ 2024年度末までに10万kWの発電設備の保有。販売する発電量は、

一般家庭約２万3,137世帯分の年間電力消費量に相当
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持続的成長に向けた投資枠

４００億円の成長投資枠を設定 （第77～79期）

設備投資
物流設備等

100億円

事業投資
（アライアンス含む）

M＆A、新規事業等

200億円

DX・システム投資
システム初期構築等費用

100億円



経営基盤：物流戦略

●
物
流
ク
ロ
ッ
シ
ン
グ

2023年４月本格稼働開始。
⇒機工事業部が取り扱う商品を東日本
に配送する最重要拠点。
⇒最新のマテハン設備・システムを導入
し、生産性の高い庫内物流を行う。

アセントのAIピッキングソフトウェアを搭載し
た自動化ロボット活用の実証実験推進

ＬＭＳ・ＷＭＳ稼働

ロジス新東京の本格稼働

自動化設備の導入推進

自動化設備の導入推進

38
昨年、ロジス関東に「t-Sort」を導入

ロジス新東京本格稼働
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「DX認定事業者」に選定
2021年10月1日に、経済産業省が定めるDX認定制度に基づき、「DX
認定事業者」として選定。経済産業省が定める「デジタルガバナンス・コー
ド」の基本的事項に対応し、認定基準を満たしていることや、ステークホル
ダーへの適切な情報開示をしていること等が評価され、本認定取得。

経営基盤：DX戦略

DX戦略基本方針：デジタル技術を活用しDX戦略を推進、顧客価値最大化を目指す

デジタル人財の確保と育成

既存事業の深化

情報の一元化
業務プロセスの

統合化

新規事業創出

<骨子①>
データに基づいて意思決定する、
データ主導型企業へ変革

<骨子②>
データに基づいたマーケティングで、
新たなビジネスを創出

✓ 「アナリストリーダー」を育成
✓ 「デジタル自業員文化」を醸成



（単位：百万円）
2022年３月期

第76期実績

2023年３月期

第77期計画

前年対比

増減率

売 上 高 501,872 530,000 5.6%

営 業 利 益 17,133 16,000 －6.6%

営 業 利 益 率 3.4% 3.0% ‐0.4

経 常 利 益 17,094 16,000 －6.4%

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 12,024 11,000 ー8.5%

40

2023年３月期（通期）定量計画：公表計画

➢ 売上高は伸長。成長投資を加速させるため、営業利益等は微減の計画
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中期経営計画 売上/利益/新経営指標 公表計画

2023年３月期
（初年度計画）

2025年３月期
（最終年度計画）

530,000 600,000

16,000 21,000

3.0% 3.5%

16,000 21,000

11,000 14,000

（単位：百万円）
2022年３月期
（第76期実績）

売 上 高 501,872

営 業 利 益 17,133

営 業 利 益 率 3.4%

経 常 利 益 17,093

当 期 純 利 益 12,023

指標
（単位：百万円）

2022年３月期
（第76期実績）

2023年３月期
（初年度計画）

2025年３月期
（最終年度計画）

自己資本利益率
(ROE) 10.9% 9.0% 10.0%
基礎的営業
キャッシュ・フロー 12,052※ 14,000 18,000

自己資本比率 39.9% 40～45%

※５月19日の公表数値「13,601百万円」を、７月４日に「12,052百万円」と修正
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ＥＳＧの取り組みについて（環境）

当社が取り扱う省エネ機器や環境優良商品

等が、当プロジェクトの参加企業である販売店

を通じて、工場や一般家庭へ販売・設置され

ることで見込まれるCO2削減効果量を集計し

数値化。国や企業のCO2削減に貢献。

参加企業：累計10,500社

CO2削減量：累計451,509t

森林のCO2吸収量換算：51,308ha

(淡路島東京ドーム1.1万個分の面積に
相当）

●グリーンボールプロジェクト

【重要課題：グリーンビジネスの拡大】

✓ サプライチェーン全体での温室効果ガスの排出削減支援

環境優良商品
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ＥＳＧの取り組みについて（社会）

1992年に設立。今年度は海外の留学生を含め新たに8名
の学生を認定。当基金から奨学金を受けた学生は累計121
名に。

2006年から「技能五輪・アビリンピック」に協賛。2009年からは
大会競技解説図書として「ものづくり図鑑」を発刊し、大会開
催地の小学校等に寄贈。

●山本猛夫記念奨学基金 ●技能五輪・アビリンピックに協賛

●社会のレジリエンス
強化に寄与

「ジャパン・レジリエンス・
アワード2021」、6年連続受賞

●職域接種を実施

大阪本社で職域接種を実施。
1,100名以上の方々に接種。

●大阪コロナ大規模医療・
療養センターへ寄付

関西経済連合会を通じ、大阪コロナ大規模
医療・療養センターへ加湿器等を寄付。

加湿器 マッサージチェア
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ＥＳＧの取り組みについて（ガバナンス）

【重要課題：透明性のあるガバナンス体制の確立】

✓ 財務・非財務情報の開示拡充と市場との対話強化

✓ コーポレートガバナンス体制の強化

※数字は2022年4月30日時点

✓取締役等の指名と報酬に関して、取締役会の独
立性・客観性をさらに強化。説明責任を果たし
コーポレートガバナンスを強化。

✓取締役等の諮問に応じ、取締役等の指名・報酬
に関する事項について審議し、取締役会に答申。

✓取締役会の決議によって選任された３名以上の
取締役で構成し、その過半数は独立社外取締
役とする。

指名・報酬員会の設置（2021年11月10日付）
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株主還元について

’16/3 ’17/3 ’18/3 ’19/3 ‘20/3 ‘21/3 ‘22/3
直近3ケ年合計

74期～76期実績

配当金額（円）
中 間 12.0 *13.5 13.0 15.0 16.0 10.0 10.0 36.0

期 末 *18.0 *16.5 *19.5 *21.0 14.0 10.0 *25.0 49.0

年 間 *30.0 *30.0 *32.5 *36.0 30.0 20.0 35.0 85.0

配当性向（％） 30.6 33.0 30.2 28.0 35.0 24.9 26.2 28.5

年間配当金（百万円） 2,813 2,813 3,074 3,405 2,837 1,891 3,115 7,844

自己株式取得金額

（百万円） - - - 733 - - - 5,999 5,999

*は特別配当、記念配当を含む
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予定

１株当たり純利益
連結配当性向

自己株式取得状況

株式取得価額の総額 60億円（上限）

取得期間 2021年4月15日から2022
年３月31日まで

取得した株式の総数 5,523,800株
発行済株式総数に対する割
合: 5.80%

取得価格 4/15 1,050円
9/14 1,171円

取得総額 5,999,990,900円

➢ 2022年３月期：年間配当35円/株。2023年３月期：中間20円/株、期末20円/株の年間40円の配当を予定

➢ 2022年３月期：自社株買いを実施、上限60億円（ 9/14の取得をもって上限に達したため終了）

23/3

（予定）

20.0

20.0

40.0

32.3

3,560

-
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変化対応業 挑戦・考動

経営において標榜する言葉

<経営理念>

人づくりの経営
人を活かし 自業員を育成する

切拓く経営
革新と創造に挑戦する

信頼の経営
期待に応え 社会に貢献する


